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発行 和   歌   山   県 

和歌山市小松原通一丁目 1番地 

毎週火、金曜日発行 和歌山県報 

◇ 和歌山県税条例等の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

地方税法等の一部改正に伴い、所要の改正を行いました。その主な内容は、次のとおりです。 

（１）事業税 

ア ガス供給業のうち、特定ガス供給業に係る法人の事業税については、収入割額、付加価値割

額及び資本割額の合算額又は収入割額及び所得割額の合算額によって課することとし、導管ガ

ス供給業及び特定ガス供給業以外のものに係る法人の事業税については、当該法人の資本金等

の区分に応じ、付加価値割額、資本割額及び所得割額の合算額又は所得割額の合算額によって

課することとしました。（第３７条関係） 

イ ガス供給業のうち、特定ガス供給業に対する法人の事業税の税率を定めるほか、付加価値割

額、資本割額及び所得割額の合算額により法人の事業税を課される法人の所得割の税率を見直

すこととしました。（第３９条関係） 

（２）不動産取得税 

ア 新築住宅特例、耐震基準適合既存住宅特例又は住宅用地特例について、特例措置の適用に係

る申告がなくとも、特例措置の適用要件が満たされているものと認められる場合は、これらの

特例措置を適用することができることとしました。（第４２条の１５及び第４２条の２４関

係） 

イ 宅地建物取引業者等が売り渡す新築家屋を取得したものとみなす日の特例措置及び新築住宅

特例適用住宅が新築される土地の取得に係る減額措置の適用期限を令和６年３月３１日まで延

長することとしました。（附則第１０項の２の２及び附則第１０項の２の３関係） 

２ 施行期日 

令和４年４月１日から施行します。 

◇ 和歌山県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例等の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

主な改正内容は、次のとおりです。 

 （１）和歌山県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正（第１条関

係） 

租税特別措置法等の一部改正に伴う規定の整備を行いました。（第２条関係） 

 （２）和歌山県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正（第２条関係） 

県税の特別措置の適用期限を令和６年３月３１日まで延長するほか、租税特別措置法等の一部

改正に伴う規定の整備等を行うこととしました。（第２条、第３条、附則第２項及び附則第３項 

関係） 
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和歌山県税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 4 年 3 月 3 1 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第28号

和歌山県税条例等の一部を改正する条例

（和歌山県税条例の一部改正）

第 1 条 和歌山県税条例（昭和 年和歌山県条例第 号）の一部を次のように改正する。25 37

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事業税の納税義務者等） （事業税の納税義務者等）
第37条 法人の行う事業に対する事業税は、法人 第37条 法人の行う事業に対する事業税は、法人

の行う事業に対し、次の各号に掲げる事業の区 の行う事業に対し、次の各号に掲げる事業の区
分に応じ、当該各号に定める額により、その法 分に応じ、当該各号に定める額により、その法
人に課する。 人に課する。

次号から第 4 号までに掲げる事業以外の事 次号及び第 3 号に掲げる事業以外の事業(１) (１)
業 次に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ 次に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ次に
次に定める額 定める額
ア 略 ア 略
イ 法第72条の 4 第 1 項各号に掲げる法人、 イ 法第72条の 4 第 1 項各号に掲げる法人、

法第72条の 5 第 1 項各号に掲げる法人、法 法第72条の 5 第 1 項各号に掲げる法人、法
第72条の24の 7 第 7 項各号に掲げる法人、 第72条の24の 7 第 6 項各号に掲げる法人、
第 3 項に規定する社団又は財団、第 4 項に 第 3 項に規定する社団又は財団、第 4 項に
規定するみなし課税法人、投資法人（投資 規定するみなし課税法人、投資法人（投資
信託及び投資法人に関する法律（昭和26年 信託及び投資法人に関する法律（昭和26年
法律第1 9 8号）第 2 条第12項に規定する投 法律第1 9 8号）第 2 条第12項に規定する投
資法人をいう。）、特定目的会社（資産の 資法人をいう。）、特定目的会社（資産の
流動化に関する法律（平成10年法律第1 0 5 流動化に関する法律（平成10年法律第1 0 5
号）第 2 条第 3 項に規定する特定目的会社 号）第 2 条第 3 項に規定する特定目的会社
をいう。）並びに一般社団法人（非営利型 をいう。）並びに一般社団法人（非営利型
法人（法人税法第 2 条第 9 号の 2 に規定す 法人（法人税法第 2 条第 9 号の 2 に規定す
る非営利型法人をいう。以下この号におい る非営利型法人をいう。以下この号におい
て同じ。）に該当するものを除く。）及び て同じ。）に該当するものを除く。）及び
一般財団法人（非営利型法人に該当するも 一般財団法人（非営利型法人に該当するも
のを除く。）並びにこれらの法人以外の法 のを除く。）並びにこれらの法人以外の法
人で資本金の額若しくは出資金の額が 1 億 人で資本金の額若しくは出資金の額が 1 億
円以下のもの又は資本若しくは出資を有し 円以下のもの又は資本若しくは出資を有し
ないもの 所得割額 ないもの 所得割額
電気供給業（次号に掲げる事業を除く。） 電気供給業（次号に掲げる事業を除く。）(２) (２)

、ガス供給業のうちガス事業法（昭和29年法 、ガス供給業（ガス事業法（昭和29年法律第
律第51号）第 2 条第 5 項に規定する一般ガス 51号）第 2 条第 5 項に規定する一般ガス導管
導管事業及び同条第 7 項に規定する特定ガス 事業及び同条第 7 項に規定する特定ガス導管
導管事業（以下この節において「導管ガス供 事業以外のもののうち、同条第10項に規定す
給業」という。）、保険業並びに貿易保険業 るガス製造事業者及び電気事業法等の一部を

収入割額 改正する等の法律（平成27年法律第47号）附
則第22条第 1 項に規定する旧一般ガスみなし
ガス小売事業者（同項の義務を負う者に限る
。）以外の者が行うものを除く。以下この節
において同じ。）、保険業及び貿易保険業
収入割額

略 略(３) (３)
ガス供給業のうち、ガス事業法第 2 条第10(４)

 （３）和歌山県過疎地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正（第３条関係） 

租税特別措置法等の一部改正に伴う規定の整備等を行いました。（第１条及び第２条関係） 

２ 施行期日 

令和４年４月１日から施行します。 
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項に規定するガス製造事業者（同法第54条の
2 に規定する特別一般ガス導管事業者に係る
同法第38条第 2 項第 4 号の供給区域内におい
てガス製造事業（同法第 2 条第 9 項に規定す
るガス製造事業をいう。）を行う者に限る。
）が行うもの（導管ガス供給業を除く。第39
条第 4 項において「特定ガス供給業」という
。） 収入割額、付加価値割額及び資本割額
の合算額

2 ～ 4 略 2 ～ 4 略

（法人課税信託の受託者に関するこの節の規定 （法人課税信託の受託者に関するこの節の規定
の適用） の適用）

第37条の 3 略 第37条の 3 略
2 ～ 4 略 2 ～ 4 略
5 第 1 項及び第 2 項の規定により、法人課税信 5 第 1 項及び第 2 項の規定により、法人課税信
託の受託者についてこの節の規定を適用する場 託の受託者についてこの節の規定を適用する場
合には、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中 合には、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中
欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ 欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ
る字句とする。 る字句とする。

第39条第 1 項第 略 略 第39条第 1 項第 略 略
1 号 1 号及び第 4 項

第 1 号

第39条第 1 項第 略 略 第39条第 1 項第 略 略
3 号 3 号及び第 4 項

第 3 号

略 略 略 略 略 略

第39条第 5 項 略 略 第39条第 4 項 略 略

第39条第 5 項第 特別法人 特別法人以外の
2 号 以外の法 法人（第37条第

人 1 項第 1 号アに
掲げる法人で受
託法人であるも
のを含む。）

第41条第 1 項 略 第41条第 1 項 略

同項第 2 同項第 2 号に掲 掲げる事 掲げる事業を行
号に掲げ げる事業を行う 業を行う う法人（同項第
る事業を 法人（同項第 3 法人 3 号アに掲げる
行う法人 号アに掲げる法 法人で受託法人

人で受託法人で であるものを含
あるものを含む む。）
。）

略 略 略 略

（法人の事業税の税率等） （法人の事業税の税率等）
第39条 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給 第39条 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給

業、保険業及び貿易保険業を除く。第 5 項にお 業、保険業及び貿易保険業を除く。第 4 項にお
いて同じ。）に対する事業税の額は、次の各号 いて同じ。）に対する事業税の額は、次の各号
に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当該各号 に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当該各号
に定める金額とする。 に定める金額とする。

第37条第 1 項第 1 号アに掲げる法人 次に 第37条第 1 項第 1 号アに掲げる法人 次に(１) (１)
掲げる金額の合計額 掲げる金額の合計額
ア・イ 略 ア・イ 略
ウ 各事業年度の所得に1 0 0分の 1 を乗じて ウ 次の表の左欄に掲げる金額の区分により

得た金額 各事業年度の所得を区分し、当該区分に応
ずる同表の右欄に掲げる率を乗じて計算し
た金額を合計した金額

各事業年度の所得のうち年40 1 0 0分の0 . 4
0 万円以下の金額

各事業年度の所得のうち年40 1 0 0分の0 . 7
0 万円を超え年8 0 0万円以下
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の金額

各事業年度の所得のうち年80 1 0 0分の 1
0 万円を超える金額

・ 略 ・ 略(２) (３) (２) (３)
2 電気供給業（小売電気事業等、発電事業等及 2 電気供給業（小売電気事業等、発電事業等及
び特定卸供給事業を除く。）、導管ガス供給業 び特定卸供給事業を除く。）、ガス供給業、保
、保険業及び貿易保険業に対する事業税の額は 険業及び貿易保険業に対する事業税の額は、各
、各事業年度の収入金額に1 0 0分の 1 を乗じて 事業年度の収入金額に1 0 0分の 1を乗じて得た
得た金額とする。 金額とする。

3 略 3 略
4 特定ガス供給業に対する事業税の額は、次に
掲げる金額の合計額とする。

各事業年度の収入金額に1 0 0分の0.48を乗(１)
じて得た金額
各事業年度の付加価値額に1 0 0分の0.77を(２)

乗じて得た金額
各事業年度の資本金等の額に1 0 0分の0.32(３)

を乗じて得た金額
5 他の 2以上の都道府県において事務所又は事 4 他の 2以上の都道府県において事務所又は事
業所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は 業所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は
出資金の額が1,000万円以上のもの（第37条第 出資金の額が1,000万円以上のものが行う事業
1 項第 1号アに掲げる法人を除く。）が行う事 に対する事業税の額は、第 1 項の規定にかかわ
業に対する事業税の額は、第 1項の規定にかか らず、次の各号に掲げる法人の区分に応じ、当
わらず、次の各号に掲げる法人の区分に応じ、 該各号に定める金額とする。
当該各号に定める金額とする。

第37条第 1項第 1号アに掲げる法人 次に(１)
掲げる金額の合計額
ア 各事業年度の付加価値額に1 0 0分の1 . 2
を乗じて得た金額

イ 各事業年度の資本金等の額に1 0 0分の0.
5 を乗じて得た金額

ウ 各事業年度の所得に1 0 0分の 1を乗じて
得た金額

略 略(１) (２)
特別法人以外の法人 各事業年度の所得に その他の法人 各事業年度の所得に1 0 0分(２) (３)

1 0 0分の 7 を乗じて得た金額 の 7 を乗じて得た金額

（法人の事業税の申告納付の期間） （法人の事業税の申告納付の期間）
第41条 事業税の納税義務がある法人が、各事業 第41条 事業税の納税義務がある法人が、各事業
年度に係る所得割等（第37条第 1項第 1号アに 年度に係る所得割等（第37条第 1項第 1 号アに
掲げる法人の付加価値割、資本割及び所得割又 掲げる法人の付加価値割、資本割及び所得割又
は同号イに掲げる法人の所得割をいう。）又は は同号イに掲げる法人の所得割をいう。）又は
収入割等（同項第 2号に掲げる事業を行う法人 収入割等（同項第 2 号に掲げる事業を行う法人
の収入割、同項第 3号アに掲げる法人若しくは の収入割、同項第 3 号アに掲げる法人の収入割
同項第 4号に掲げる事業を行う法人の収入割、 、付加価値割及び資本割又は同号イに掲げる法
付加価値割及び資本割又は同項第 3 号イに掲げ 人の収入割及び所得割をいう。）についてすべ
る法人の収入割及び所得割をいう。）について き申告納付の期間は、次の各号に掲げる区分に
すべき申告納付の期間は、次の各号に掲げる区 従い、それぞれ当該各号に定めるところによる
分に従い、それぞれ当該各号に定めるところに 。
よる。
～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)

2 略 2 略

（不動産取得税の課税標準の特例） （不動産取得税の課税標準の特例）
第42条の15 略 第42条の15 略
2 ～ 4 略 2 ～ 4 略
5 知事は、前項の申告期間について、必要があ 5 知事は、前項の申告期間について、必要があ
ると認めるときは、同項の規定にかかわらず、 ると認めたときは、同項の規定にかかわらず、
別に、その期間を指定することができる。 別に、その期間を指定することができる。

6 第 4 項の規定による申告をする者は、次に掲 6 第 4 項の規定による申告は、次に掲げる事項
げる事項を記載した申告書を知事に提出しなけ を記載した申告書を知事に提出しなければなら
ればならない。 ない。
～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)

7 略 7 略
8 知事は、第 4項前段又は同項後段の申告がな
かった場合においても、当該住宅の取得が第 1
項に規定する要件に該当すると認めるときは、
第 4項の規定にかかわらず、第 1項の規定を適
用する。
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9 法第73条の14第12項に規定する道府県の条例 8 法第73条の14第11項に規定する道府県の条例
で定める割合は 2 分の 1 とする。 で定める割合は 2 分の 1 とする。

10 法第73条の14第13項に規定する道府県の条例 9 法第73条の14第12項に規定する道府県の条例
で定める割合は 2 分の 1 とする。 で定める割合は 2 分の 1 とする。

11 法第73条の14第14項に規定する道府県の条例 10 法第73条の14第13項に規定する道府県の条例
で定める割合は 2 分の 1 とする。 で定める割合は 2 分の 1 とする。

（住宅の用に供する土地の取得に対する不動産 （住宅の用に供する土地の取得に対する不動産
取得税の減額） 取得税の減額）

第42条の24 略 第42条の24 略
2 ～ 5 略 2 ～ 5 略
6 知事は、前項の申告期間について、必要があ 6 知事は、前項の申告期間について、必要があ
ると認めるときは、同項の規定にかかわらず、 ると認めたときは、同項の規定にかかわらず、
別に、その期間を指定することができる。 別に、その期間を指定することができる。

7 第 5 項の規定による申告をする者は、次に掲 7 第 4 項の規定による申告をする者は、次に掲
げる事項を記載した申告書を知事に提出しなけ げる事項を記載した申告書を知事に提出しなけ
ればならない。 ればならない。

～ 略 ～ 略(１) (５) (１) (５)
8 知事は、第 5 項前段又は同項後段の申告がな
かった場合においても、当該土地の取得が第 1
項から第 3 項までに規定する要件に該当すると
認めるときは、第 5 項の規定にかかわらず、第
1 項から第 3 項までの規定を適用する。

附 則 附 則
（不動産取得税の新築家屋の取得の日等に係る （不動産取得税の新築家屋の取得の日等に係る
特例） 特例）

10の 2 の 2 独立行政法人都市再生機構、地方住 10の 2 の 2 独立行政法人都市再生機構、地方住
宅供給公社又は家屋を新築して譲渡することを 宅供給公社又は家屋を新築して譲渡することを
業とする者で施行令で定めるものが売り渡す新 業とする者で施行令で定めるものが売り渡す新
築の住宅に係る第42条の14第 2 項ただし書の規 築の住宅に係る第42条の14第 2 項ただし書の規
定の適用については、当該住宅の新築が平成10 定の適用については、当該住宅の新築が平成10
年10月 1 日から令和 6 年 3 月31日までの間に行 年10月 1 日から令和 4 年 3 月31日までの間に行
われたときに限り、同項ただし書中「 6 月」と われたときに限り、同項ただし書中「 6 月」と
あるのは、「 1 年」とする。 あるのは、「 1 年」とする。

10の 2 の 3 土地が取得され、かつ、当該土地の 10の 2 の 3 土地が取得され、かつ、当該土地の
上に第42条の24第 1 項に規定する特例適用住宅 上に第42条の24第 1 項に規定する特例適用住宅
が新築された場合における同項及び第42条の25 が新築された場合における同項及び第42条の25
第 1 項の規定の適用については、当該土地の取 第 1 項の規定の適用については、当該土地の取
得が平成16年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月31日ま 得が平成16年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月31日ま
での間に行われたときに限り、第42条の24第 1 での間に行われたときに限り、第42条の24第 1
項第 1 号中「 2 年」とあるのは「 3 年（同日か 項第 1 号中「 2 年」とあるのは「 3 年（同日か
ら 3 年以内に特例適用住宅が新築されることが ら 3 年以内に特例適用住宅が新築されることが
困難である場合として施行令で定める場合には 困難である場合として施行令で定める場合には
、 4 年）」と、第42条の25第 1 項中「 2 年」と 、 4 年）」と、第42条の25第 1 項中「 2 年」と
あるのは「 3 年（同号に規定する施行令で定め あるのは「 3 年（同号に規定する施行令で定め
る場合には、 4 年）」とする。 る場合には、 4 年）」とする。

備考 改正前欄中の第39条第 2 項の規定は、和歌山県税条例の一部を改正する条例（令和 3 年和歌山県
条例第33号）による改正後の規定である。

（和歌山県税条例及び和歌山県税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例附則第 7 項の規定に

よりなおその効力を有するものとされた同条例附則第 1 項第 5 号に掲げる規定による改正前の和歌山県

税条例の一部改正）

2 和歌山県税条例及び和歌山県税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例（令和 2 年和歌第 条

山県条例第44号）附則第 7 項の規定によりなおその効力を有するものとされた同条例附則第 1 項第 5 号

の一部を次のように改正する。に掲げる規定による改正前の和歌山県税条例

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事業税の納税義務者等） （事業税の納税義務者等）
第37条 法人の行う事業に対する事業税は、法人 第37条 法人の行う事業に対する事業税は、法人
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の行う事業に対し、次の各号に掲げる事業の区 の行う事業に対し、次の各号に掲げる事業の区
分に応じ、当該各号に定める額により、その法 分に応じ、当該各号に定める額により、その法
人に課する。 人に課する。

次号から第 4 号までに掲げる事業以外の事 次号及び第 3 号に掲げる事業以外の事業(１) (１)
業 次に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ 次に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ次に
次に定める額 定める額
ア 略 ア 略
イ 法第72条の 4 第 1 項各号に掲げる法人、 イ 法第72条の 4 第 1 項各号に掲げる法人、

法第72条の 5 第 1 項各号に掲げる法人、法 法第72条の 5 第 1 項各号に掲げる法人、法
第72条の24の 7 第 7 項各号に掲げる法人、 第72条の24の 7 第 6 項各号に掲げる法人、
第 3 項に規定する社団又は財団、第 4 項に 第 3 項に規定する社団又は財団、第 4 項に
規定するみなし課税法人、投資法人（投資 規定するみなし課税法人、投資法人（投資
信託及び投資法人に関する法律（昭和26年 信託及び投資法人に関する法律（昭和26年
法律第1 9 8号）第 2 条第12項に規定する投 法律第1 9 8号）第 2 条第12項に規定する投
資法人をいう。）、特定目的会社（資産の 資法人をいう。）、特定目的会社（資産の
流動化に関する法律（平成10年法律第1 0 5 流動化に関する法律（平成10年法律第1 0 5
号）第 2 条第 3 項に規定する特定目的会社 号）第 2 条第 3 項に規定する特定目的会社
をいう。）並びに一般社団法人（非営利型 をいう。）並びに一般社団法人（非営利型
法人（法人税法第 2 条第 9 号の 2 に規定す 法人（法人税法第 2 条第 9 号の 2 に規定す
る非営利型法人をいう。以下この号におい る非営利型法人をいう。以下この号におい
て同じ。）に該当するものを除く。）及び て同じ。）に該当するものを除く。）及び
一般財団法人（非営利型法人に該当するも 一般財団法人（非営利型法人に該当するも
のを除く。）並びにこれらの法人以外の法 のを除く。）並びにこれらの法人以外の法
人で資本金の額若しくは出資金の額が 1 億 人で資本金の額若しくは出資金の額が 1 億
円以下のもの又は資本若しくは出資を有し 円以下のもの又は資本若しくは出資を有し
ないもの 所得割額 ないもの 所得割額
電気供給業（次号に掲げる事業を除く。） 電気供給業（次号に掲げる事業を除く。）(２) (２)

、ガス供給業のうちガス事業法（昭和29年法 、ガス供給業（ガス事業法（昭和29年法律第
律第51号）第 2 条第 5 項に規定する一般ガス 51号）第 2 条第 5 項に規定する一般ガス導管
導管事業及び同条第 7 項に規定する特定ガス 事業及び同条第 7 項に規定する特定ガス導管
導管事業（以下この節において「導管ガス供 事業以外のもののうち、同条第10項に規定す
給業」という。）、保険業並びに貿易保険業 るガス製造事業者及び電気事業法等の一部を

収入割額 改正する等の法律（平成27年法律第47号）附
則第22条第 1 項に規定する旧一般ガスみなし
ガス小売事業者（同項の義務を負う者に限る
。）以外の者が行うものを除く。以下この節
において同じ。）、保険業及び貿易保険業
収入割額

電気供給業のうち、電気事業法（昭和39年 電気供給業のうち、電気事業法（昭和39年(３) (３)
法律第1 7 0号）第 2 条第 1 項第 2 号に規定す 法律第1 7 0号）第 2 条第 1 項第 2 号に規定す
る小売電気事業（これに準ずるものとして施 る小売電気事業（これに準ずるものとして施
行規則で定めるものを含む。以下この節にお 行規則で定めるものを含む。以下この節にお
いて「小売電気事業等」という。）、同項第 いて「小売電気事業等」という。）及び同項
14号に規定する発電事業（これに準ずるもの 第14号に規定する発電事業（これに準ずるも
として施行規則で定めるものを含む。以下こ のとして施行規則で定めるものを含む。以下
の節において「発電事業等」という。）及び この節において「発電事業等」という。）
同項第15号の 3 に規定する特定卸供給事業（ 次に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ次に
以下この節において「特定卸供給事業」とい 定める額
う。） 次に掲げる法人の区分に応じ、それ
ぞれ次に定める額
ア・イ 略 ア・イ 略

ガス供給業のうち、ガス事業法第 2 条第10(４)
項に規定するガス製造事業者（同法第54条の
2 に規定する特別一般ガス導管事業者に係る
同法第38条第 2 項第 4 号の供給区域内におい
てガス製造事業（同法第 2 条第 9 項に規定す
るガス製造事業をいう。）を行う者に限る。
）が行うもの（導管ガス供給業を除く。第39
条第 4 項において「特定ガス供給業」という
。） 収入割額、付加価値割額及び資本割額
の合算額

2 ～ 4 略 2 ～ 4 略

（法人課税信託の受託者に関するこの節の規定 （法人課税信託の受託者に関するこの節の規定
の適用） の適用）

第37条の 3 略 第37条の 3 略
2 ～ 4 略 2 ～ 4 略
5 第 1 項及び第 2 項の規定により、法人課税信 5 第 1 項及び第 2 項の規定により、法人課税信
託の受託者についてこの節の規定を適用する場 託の受託者についてこの節の規定を適用する場
合には、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中 合には、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中
欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ 欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ
る字句とする。 る字句とする。



    和歌山県報  号外 令和 4年 3月 31 日（木曜日） 

－ 7 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第39条第 1 項第 略 略 第39条第 1 項第 略 略
1 号 1 号及び第 4 項

第 1 号

第39条第 1 項第 略 略 第39条第 1 項第 略 略
3 号 3 号及び第 4 項

第 3 号

略 略 略 略 略 略

第39条第 5 項 略 略 第39条第 4 項 略 略

第39条第 5 項第 特別法人 特別法人以外の
2 号 以外の法 法人（第37条第

人 1 項第 1 号アに
掲げる法人で受
託法人であるも
のを含む。）

第41条第 1 項 略 第41条第 1 項 略

同項第 2 同項第 2 号に掲 掲げる事 掲げる事業を行
号に掲げ げる事業を行う 業を行う う法人（同項第
る事業を 法人（同項第 3 法人 3 号アに掲げる
行う法人 号アに掲げる法 法人で受託法人

人で受託法人で であるものを含
あるものを含む む。）
。）

略 略 略 略

（法人の事業税の税率等） （法人の事業税の税率等）
第39条 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給 第39条 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給

業、保険業及び貿易保険業を除く。第 5 項にお 業、保険業及び貿易保険業を除く。第 4 項にお
いて同じ。）に対する事業税の額は、次の各号 いて同じ。）に対する事業税の額は、次の各号
に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当該各号 に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当該各号
に定める金額とする。 に定める金額とする。

第37条第 1 項第 1 号アに掲げる法人 次に 第37条第 1 項第 1 号アに掲げる法人 次に(１) (１)
掲げる金額の合計額 掲げる金額の合計額
ア・イ 略 ア・イ 略
ウ 各事業年度の所得に1 0 0分の 1 を乗じて ウ 次の表の左欄に掲げる金額の区分により

得た金額 各事業年度の所得を区分し、当該区分に応
ずる同表の右欄に掲げる率を乗じて計算し
た金額を合計した金額

各事業年度の所得のうち年40 1 0 0分の0 . 4
0 万円以下の金額

各事業年度の所得のうち年40 1 0 0分の0 . 7
0 万円を超え年8 0 0万円以下
の金額

各事業年度の所得のうち年80 1 0 0分の 1
0 万円を超える金額

・ 略 ・ 略(２) (３) (２) (３)
2 電気供給業（小売電気事業等、発電事業等及 2 電気供給業（小売電気事業等及び発電事業等
び特定卸供給事業を除く。）、導管ガス供給業 を除く。）、ガス供給業、保険業及び貿易保険
、保険業及び貿易保険業に対する事業税の額は 業に対する事業税の額は、各事業年度の収入金
、各事業年度の収入金額に1 0 0分の 1 を乗じて 額に1 0 0分の 1 を乗じて得た金額とする。
得た金額とする。

3 電気供給業のうち、小売電気事業等、発電事 3 電気供給業のうち、小売電気事業等及び発電
業等及び特定卸供給事業に対する事業税の額は 事業等に対する事業税の額は、次の各号に掲げ
、次の各号に掲げる法人の区分に応じ、それぞ る法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め
れ当該各号に定める金額とする。 る金額とする。

・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)
4 特定ガス供給業に対する事業税の額は、次に
掲げる金額の合計額とする。

各事業年度の収入金額に1 0 0分の0.48を乗(１)
じて得た金額
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各事業年度の付加価値額に1 0 0分の0.77を(２)
乗じて得た金額
各事業年度の資本金等の額に1 0 0分の0.32(３)

を乗じて得た金額
5 他の 2 以上の都道府県において事務所又は事 4 他の 2 以上の都道府県において事務所又は事
業所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は 業所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は
出資金の額が1,000万円以上のもの（第37条第 出資金の額が1,000万円以上のものが行う事業
1 項第 1 号アに掲げる法人を除く。）が行う事 に対する事業税の額は、第 1 項の規定にかかわ
業に対する事業税の額は、第 1 項の規定にかか らず、次の各号に掲げる法人の区分に応じ、当
わらず、次の各号に掲げる法人の区分に応じ、 該各号に定める金額とする。
当該各号に定める金額とする。

第37条第 1 項第 1 号アに掲げる法人 次に(１)
掲げる金額の合計額
ア 各事業年度の付加価値額に1 0 0分の1 . 2

を乗じて得た金額
イ 各事業年度の資本金等の額に1 0 0分の0.

5 を乗じて得た金額
ウ 各事業年度の所得に1 0 0分の 1 を乗じて

得た金額
略 略(１) (２)
特別法人以外の法人 各事業年度の所得に その他の法人 各事業年度の所得に1 0 0分(２) (３)

1 0 0分の 7 を乗じて得た金額 の 7 を乗じて得た金額

（法人の事業税の申告納付の期間） （法人の事業税の申告納付の期間）
第41条 事業税の納税義務がある法人が、各事業 第41条 事業税の納税義務がある法人が、各事業

年度に係る所得割等（第37条第 1 項第 1 号アに 年度に係る所得割等（第37条第 1 項第 1 号アに
掲げる法人の付加価値割、資本割及び所得割又 掲げる法人の付加価値割、資本割及び所得割又
は同号イに掲げる法人の所得割をいう。）又は は同号イに掲げる法人の所得割をいう。）又は
収入割等（同項第 2 号に掲げる事業を行う法人 収入割等（同項第 2 号に掲げる事業を行う法人
の収入割、同項第 3 号アに掲げる法人若しくは の収入割、同項第 3 号アに掲げる法人の収入割
同項第 4 号に掲げる事業を行う法人の収入割、 、付加価値割及び資本割又は同号イに掲げる法
付加価値割及び資本割又は同項第 号イに掲げ 人の収入割及び所得割をいう。）についてすべ3
る法人の収入割及び所得割をいう。）について き申告納付の期間は、次の各号に掲げる区分に
すべき申告納付の期間は、次の各号に掲げる区 従い、それぞれ当該各号に定めるところによる
分に従い、それぞれ当該各号に定めるところに 。
よる。

～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)
2 略 2 略

（和歌山県税条例の一部を改正する条例附則第 6 項の規定によりなおその効力を有するものとされた同

条例附則第 1 項第 2 号に掲げる規定による改正前の和歌山県税条例の一部改正）

3 和歌山県税条例の一部を改正する条例附則第 6 項の規定によりなおその効力を有するものとされ第 条

の一部を次のように改正する。た同条例附則第 1 項第 2 号に掲げる規定による改正前の和歌山県税条例

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（法人課税信託の受託者に関するこの節の規定 （法人課税信託の受託者に関するこの節の規定
の適用） の適用）

第37条の 3 略 第37条の 3 略
2 ～ 4 略 2 ～ 4 略
5 第 1 項及び第 2 項の規定により、法人課税信 5 第 1 項及び第 2 項の規定により、法人課税信
託の受託者についてこの節の規定を適用する場 託の受託者についてこの節の規定を適用する場
合には、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中 合には、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中
欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ 欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ
る字句とする。 る字句とする。

第39条第 1 項第 略 略 第39条第 1 項第 略 略
1 号 1 号及び第 4 項

第 1 号

第39条第 1 項第 略 略 第39条第 1 項第 略 略
3 号 3 号及び第 4 項

第 3 号

略 略 略 略 略 略
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第39条第 5 項 略 略 第39条第 4 項 略 略

第39条第 5 項第 特別法人 特別法人以外の
2 号 以外の法 法人（第37条第

人 1 項第 1 号アに
掲げる法人で受
託法人であるも
のを含む。）

第41条第 1 項 略 第41条第 1 項 略

同項第 2 同項第 2 号に掲 掲げる事 掲げる事業を行
号に掲げ げる事業を行う 業を行う う法人（同項第
る事業を 法人（同項第 3 法人 3 号アに掲げる
行う法人 号アに掲げる法 法人で受託法人

人で受託法人で であるものを含
あるものを含む む。）
。）

略 略 略 略

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。

（事業税に関する経過措置）

2 別段の定めがあるものを除き、第 1 条の規定による改正後の和歌山県税条例（次項及び附則第 8 項に

おいて「新条例」という。）の規定中法人の事業税に関する部分は、この条例の施行の日（以下「施行

日」という。）以後に開始する事業年度に係る法人の事業税について適用し、施行日前に開始した事業

年度に係る法人の事業税については、なお従前の例による。

3 施行日以後最初に開始する事業年度（以下この項及び附則第 6 項において「最初事業年度」という。）

開始の日の前日を含む事業年度において、ガス供給業のうち新条例第37条第 1 項第 2 号に規定する導管

ガス供給業及び同項第 4 号に規定する特定ガス供給業以外のもの（以下この項において「対象ガス供給

業」という。）を行っていた法人（ガス事業法（昭和29年法律第51号）第 2 条第10項に規定するガス製

造事業者又は電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成27年法律第47号）附則第22条第 1 項に規定

する旧一般ガスみなしガス小売事業者（同項の義務を負う者に限る。）（附則第 6 項において「ガス製

造事業者等」という。）に限る。）の対象ガス供給業に係る事業税の課税標準である各事業年度の所得

を地方税法等の一部を改正する法律（令和 4 年法律第 1 号。以下この項及び附則第 6 項において「令和

4 年地方税法等改正法」という。）第 1 条の規定による改正後の地方税法（昭和25年法律第2 2 6号）第

72条の23第 1 項の規定により当該法人の当該各事業年度の法人税の課税標準である所得の計算の例によ

り算定する場合には、当該法人が、当該法人の最初事業年度開始の日前10年以内に開始した各事業年度

において、対象ガス供給業に係る事業税の課税標準である当該各事業年度の所得を令和 4 年地方税法等

改正法第 1 条の規定による改正前の地方税法第72条の23第 1 項の規定により当該法人の当該各事業年度

の法人税の課税標準である所得又は当該各事業年度終了の日の属する各連結事業年度（所得税法等の一

部を改正する法律（令和 2 年法律第 8 号）第 3 条の規定（同法附則第 1 条第 5 号ロに掲げる改正規定に

限る。）による改正前の法人税法（昭和40年法律第34号。以下この項において「令和 2 年改正前法人税
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税法」という。）第15条の 2 第 1 項に規定する連結事業年度をいう。附則第 6 項において同じ。）の法

人税の課税標準である連結所得（令和 2 年改正前法人税法第 2 条第18号の 4 に規定する連結所得をいう。

附則第 6 項において同じ。）に係る当該法人の個別所得金額（令和 2 年改正前法人税法第81条の18第 1

項に規定する個別所得金額をいう。附則第 6 項において同じ。）の計算の例により算定していたものと

みなす。

4 別段の定めがあるものを除き、第 2 条の規定による改正後の和歌山県税条例及び和歌山県税条例の一

部を改正する条例の一部を改正する条例附則第 7 項の規定によりなおその効力を有するものとされた同

条例附則第 1 項第 5 号に掲げる規定による改正前の和歌山県税条例（次項及び附則第 6 項において「新

令和 2 年改正前和歌山県税条例」という。）の規定は、施行日以後に開始する事業年度に係る法人の事

業税について適用し、施行日前に開始した事業年度に係る法人の事業税については、なお従前の例によ

る。

5 新令和 2 年改正前和歌山県税条例第37条第 1 項第 3 号並びに第39条第 2 項（同号に規定する特定卸供

給事業に係る部分に限る。）及び第 3 項の規定は、施行日以後に終了する事業年度に係る法人の事業税

について適用し、施行日前に終了した事業年度に係る法人の事業税については、なお従前の例による。

6 最初事業年度開始の日の前日を含む事業年度において、ガス供給業のうち新令和 2 年改正前和歌山県

税条例第37条第 1 項第 2 号に規定する導管ガス供給業及び同項第 4 号に規定する特定ガス供給業以外の

もの（以下この項において「対象ガス供給業」という。）を行っていた法人（ガス製造事業者等に限

る。）の対象ガス供給業に係る事業税の課税標準である各事業年度の所得を令和 4 年地方税法等改正法

第 5 条の規定による改正後の地方税法等の一部を改正する法律（令和 2 年法律第 5 号）附則第 7 条第 2

項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法附則第 1 条第 5 号に掲げる規定による改正前の

地方税法第72条の23第 1 項の規定により当該法人の当該各事業年度の法人税の課税標準である所得又は

当該各事業年度終了の日の属する各連結事業年度の法人税の課税標準である連結所得に係る当該法人の

個別所得金額の計算の例により算定する場合には、当該法人が、当該法人の最初事業年度開始の日前10

年以内に開始した各事業年度において、対象ガス供給業に係る事業税の課税標準である当該各事業年度

の所得を令和 4 年地方税法等改正法第 5 条の規定による改正前の地方税法等の一部を改正する法律（令

和 2 年法律第 5 号）附則第 7 条第 2 項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法附則第 1 条

第 5 号に掲げる規定による改正前の地方税法第72条の23第 1 項の規定により当該法人の当該各事業年度

の法人税の課税標準である所得又は当該各事業年度終了の日の属する各連結事業年度の法人税の課税標

準である連結所得に係る当該法人の個別所得金額の計算の例により算定していたものとみなす。

7 別段の定めがあるものを除き、第 3 条の規定による改正後の和歌山県税条例の一部を改正する条例附

則第 6 項の規定によりなおその効力を有するものとされた同条例附則第 1 項第 2 号に掲げる規定による

改正前の和歌山県税条例第37条の 3 第 5 項の規定は、施行日以後に開始する事業年度に係る法人の事業

税について適用し、施行日前に開始した事業年度に係る法人の事業税については、なお従前の例による。

（不動産取得税に関する経過措置）

8 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中不動産取得税に関する部分は、施行日以後の不動産の

取得に対して課すべき不動産取得税について適用し、施行日前の不動産の取得に対して課する不動産取
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得税については、なお従前の例による。

和歌山県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例等の一部を改正する条例をここに

公布する。

令 和 4 年 3 月 3 1 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第29号

和歌山県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例等の一部を改正する条例

（和歌山県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正）

第 1 条 和歌山県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例（昭和62年和歌山県条例第

5 号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事業税の不均一課税） （事業税の不均一課税）
第 2 条 半島振興法第17条の地方税の不均一課税 第 2 条 半島振興法第17条の地方税の不均一課税

に伴う措置が適用される場合等を定める省令（ に伴う措置が適用される場合等を定める省令（
平成 7 年自治省令第16号）第 1 条第 1 号に規定 平成 7 年自治省令第16号）第 1 条第 1 号に規定
する認定産業振興促進計画に記載された計画期 する認定産業振興促進計画に記載された計画期
間（以下「計画期間」という。）の初日から令 間（以下「計画期間」という。）の初日から令
和 5 年 3 月31日までの間（当該計画期間の末日 和 5 年 3 月31日までの間（当該計画期間の末日
が同月31日前である場合には当該計画期間とし が同月31日前である場合には当該計画期間とし
、同日前に法第 2 条第 1 項の規定により半島振 、同日前に法第 2 条第 1 項の規定により半島振
興対策実施地域として指定された地区に該当し 興対策実施地域として指定された地区に該当し
ないこととなった地区については当該計画期間 ないこととなった地区については当該計画期間
の初日からその該当しないこととなった日まで の初日からその該当しないこととなった日まで
の期間とし、同月31日前に法第 9 条の 7 第 1 項 の期間とし、同月31日前に法第 9 条の 7 第 1 項
の規定により当該認定産業振興促進計画に係る の規定により当該認定産業振興促進計画に係る
法第 9 条の 5 第 1 項に規定する認定を取り消さ 法第 9 条の 5 第 1 項に規定する認定を取り消さ
れた場合には計画期間の初日からその取り消さ れた場合には計画期間の初日からその取り消さ
れた日までの期間とする。）に、租税特別措置 れた日までの期間とする。）に、租税特別措置
法（昭和32年法律第26号）第12条第 4 項の表の 法（昭和32年法律第26号）第12条第 3 項（同項
第 2 号又は第45条第 3 項の表の第 2 号の規定の の表の第 2 号に係る部分に限る。）又は第45条
適用を受ける法第17条に掲げる事業の用に供す 第 2 項（同項の表の第 2 号に係る部分に限る。
る施設又は設備であって、取得価額の合計額が ）の規定の適用を受ける法第17条に掲げる事業
次に掲げる事業の区分に応じそれぞれ次に定め の用に供する施設又は設備であって、取得価額
る取得価額のもの（以下「特別償却設備」とい の合計額が次に掲げる事業の区分に応じそれぞ
う。）を新設し、又は増設した者について、当 れ次に定める取得価額のもの（以下「特別償却
該設備を事業の用に供した日の属する年又は事 設備」という。）を新設し、又は増設した者に
業年度以後の各年又は各事業年度の所得金額又 ついて、当該設備を事業の用に供した日の属す
は収入金額（和歌山県税条例（昭和25年和歌山 る年又は事業年度以後の各年又は各事業年度の
県条例第37号。以下「県税条例」という。）第 所得金額又は収入金額（和歌山県税条例（昭和
37条の 2 又は第42条の 2 の 5 に規定する事業税 25年和歌山県条例第37号。以下「県税条例」と
の課税標準となるものをいう。）のうち当該設 いう。）第37条の 2 又は第42条の 2 の 5 に規定
備に係るものとして計算した額に対して課する する事業税の課税標準となるものをいう。）の
事業税の税率は、県税条例第39条又は第42条の うち当該設備に係るものとして計算した額に対
2 の 7 の規定にかかわらず、別表の左欄に掲げ して課する事業税の税率は、県税条例第39条又
る年度の区分に従い、それぞれ当該右欄に掲げ は第42条の 2 の 7 の規定にかかわらず、別表の
る税率とする。 左欄に掲げる年度の区分に従い、それぞれ当該

右欄に掲げる税率とする。
法第17条第 1 号又は第 5 号に掲げる事業 法第17条第 1 号又は第 5 号に掲げる事業(１) (１)

5 0 0万円（租税特別措置法施行令（昭和32年 5 0 0万円（租税特別措置法施行令（昭和32年
政令第43号）第28条の 9 第10項第 1 号に規定 政令第43号）第28条の 9 第10項に規定する資
する資本金の額等が1,000万円超5,000万円 本金の額等が1,000万円超5,000万円以下で
以下である法人にあっては1,000万円とし、 ある法人にあっては1,000万円とし、資本金
資本金の額等が5,000万円超である法人にあ の額等が5,000万円超である法人にあっては
っては2,000万円とする。）以上のもの 2,000万円とする。）以上のもの

略 略(２) (２)
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第 2 条の 2 略 第 2 条の 2 略

（和歌山県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正）

第 2 条 和歌山県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例（平成27年和歌山県条例第68号）

の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事業税の課税免除） （事業税の課税免除）
第 2 条 平成27年10月 8 日から令和 6 年 3 月31日 第 2 条 平成27年10月 8 日から令和 4 年 3 月31日

までの間に、法第17条の 2 第 3 項の規定に基づ までの間に、法第17条の 2 第 3 項の規定に基づ
き、同条第 1 項に規定する地方活力向上地域等 き、同条第 1 項に規定する地方活力向上地域等
特定業務施設整備計画（以下「特定業務施設整 特定業務施設整備計画（以下「特定業務施設整
備計画」という。）の認定を受けた事業者（同 備計画」という。）の認定を受けた事業者（同
項第 1 号に掲げる事業を実施する者に限る。） 項第 1 号に掲げる事業を実施する者に限る。）
であって、当該認定を受けた日から同日の翌日 であって、当該認定を受けた日から同日の翌日
以後 3 年を経過する日まで（同日までに同条第 以後 2 年を経過する日まで（同日までに同条第
6 項の規定により当該認定を取り消されたとき 6 項の規定により当該認定を取り消されたとき
は、その取り消された日の前日まで）の間に、 は、その取り消された日の前日まで）の間に、
特定業務施設の用に供する減価償却資産（所得 特定業務施設の用に供する減価償却資産（所得
税法施行令（昭和40年政令第96号）第 6 条第 1 税法施行令（昭和40年政令第96号）第 6 条第 1
号から第 7 号まで又は法人税法施行令（昭和40 号から第 7 号まで又は法人税法施行令（昭和40
年政令第97号）第13条第 1 号から第 7 号までに 年政令第97号）第13条第 1 号から第 7 号までに
掲げるものに限る。）で取得価額の合計額が3, 掲げるものに限る。）で取得価額の合計額が3,
8 0 0万円（租税特別措置法（昭和32年法律第26 8 0 0万円（租税特別措置法（昭和32年法律第26
号）第10条第 8 項第 6 号に規定する中小事業者 号）第10条第 8 項第 6 号に規定する中小事業者
、同法第42条の 4 第19項第 7 号に規定する中小 、同法第42条の 4 第 8 項第 7 号に規定する中小
企業者及び法人税法（昭和40年法律第34号）第 企業者及び同法第68条の 9 第 8 項第 6 号に規定
66条第 6 項に規定する中小通算法人にあっては する中小連結法人にあっては1,900万円）以上
1,900万円）以上のもの（以下「特別償却設備 のもの（以下「特別償却設備」という。）を新
」という。）を新設し、又は増設した者に対し 設し、又は増設した者に対して課する事業税の
て課する事業税の課税標準の算定については、 課税標準の算定については、所得又は収入金額
所得又は収入金額（和歌山県税条例（昭和25年 （和歌山県税条例（昭和25年和歌山県条例第37
和歌山県条例第37号。以下「県税条例」という 号。以下「県税条例」という。）第37条の 2 又
。）第37条の 2 又は第42条の 2 の 5 に規定する は第42条の 2 の 5 に規定する事業税の課税標準
事業税の課税標準となるものをいう。）から次 となるものをいう。）から次の各号に掲げる区
の各号に掲げる区分ごとにそれぞれ当該各号に 分ごとにそれぞれ当該各号に定める算式によっ
定める算式によって計算した額の合算額を控除 て計算した額の合算額を控除する。
する。

～ 略 ～ 略(１) (３) (１) (３)
2 ・ 3 略 2 ・ 3 略

（不動産取得税の課税免除又は不均一課税） （不動産取得税の課税免除又は不均一課税）
第 3 条 平成27年10月 8 日から令和 6 年 3 月31日 第 3 条 平成27年10月 8 日から令和 4 年 3 月31日

までの間に、法第17条の 2 第 3 項の規定に基づ までの間に、法第17条の 2 第 3 項の規定に基づ
き、特定業務施設整備計画の認定を受けた事業 き、特定業務施設整備計画の認定を受けた事業
者であって、当該認定を受けた日から同日の翌 者であって、当該認定を受けた日から同日の翌
日以後 3 年を経過する日まで（同日までに同条 日以後 2 年を経過する日まで（同日までに同条
第 6 項の規定により当該認定を取り消されたと 第 6 項の規定により当該認定を取り消されたと
きは、その取り消された日の前日まで）の間に きは、その取り消された日の前日まで）の間に
、特別償却設備を新設し、又は増設した者（以 、特別償却設備を新設し、又は増設した者（以
下「特別償却設備設置者」という。）（同条第 下「特別償却設備設置者」という。）（同条第
1 項第 1 号に掲げる事業を実施する者に限る。 1 項第 1 号に掲げる事業を実施する者に限る。
）について、当該特別償却設備である家屋及び ）について、当該特別償却設備である家屋及び
その敷地である土地の取得（平成27年10月 8 日 その敷地である土地の取得（平成27年10月 8 日
以後の取得に限り、かつ、土地の取得について 以後の取得に限り、かつ、土地の取得について
は、その取得の日の翌日から起算して 1 年以内 は、その取得の日の翌日から起算して 1 年以内
に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手 に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手
があった場合における当該土地の取得に限る。 があった場合における当該土地の取得に限る。
次項において同じ。）に対しては、不動産取得 次項において同じ。）に対しては、不動産取得
税を課さない。 税を課さない。

2 略 2 略

附 則 附 則
（読替規定） （経過措置）

2 略 2 略
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3 平成27年10月 8 日から令和 6 年 3 月31日まで 3 平成27年10月 8 日から令和 4 年 3 月31日まで
の間における第 3 条第 2 項の規定の適用につい の間における第 3 条第 2 項の規定の適用につい
ては、同項中「県税条例第42条の16」とあるの ては、同項中「県税条例第42条の16」とあるの
は「県税条例第42条の16及び同条例附則第10項 は「県税条例第42条の16及び同条例附則第10項
の 3 」と、「1 0 0分の0 . 4」とあるのは「この の 3 」と、「1 0 0分の0 . 4」とあるのは「この
項の規定の適用がないものとした場合に適用さ 項の規定の適用がないものとした場合に適用さ
れるべき税率に10分の 1 を乗じて得た率」とす れるべき税率に10分の 1 を乗じて得た率」とす
る。 る。

（和歌山県過疎地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正）

第 3 条 和歌山県過疎地域における県税の特別措置に関する条例（令和 3 年和歌山県条例第35号）の一部

を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（過疎地域における県税の特別措置） （過疎地域における県税の特別措置）
第 1 条 過疎地域の持続的発展の支援に関する特 第 1 条 過疎地域の持続的発展の支援に関する特

別措置法（令和 3 年法律第19号。以下「法」と 別措置法（令和 3 年法律第19号。以下「法」と
いう。）第 2 条第 1 項に規定する過疎地域の区 いう。）第 2 条第 1 項に規定する過疎地域の区
域（令和 3 年 3 月31日において旧過疎地域自立 域（令和 3 年 3 月31日において旧過疎地域自立
促進特別措置法（平成12年法律第15号）第33条 促進特別措置法（平成12年法律第15号）第33条
第 1 項の規定の適用を受けていた市町村の区域 第 1 項の規定の適用を受けていた市町村の区域
であって法第42条の規定により過疎地域とみな であって法第42条の規定により過疎地域とみな
される区域にあっては同条の規定を適用しない される区域にあっては同条の規定を適用しない
としたならば法第 3 条第 1 項若しくは第 2 項（ としたならば法第 3 条第 1 項若しくは第 2 項（
これらの規定を法第43条の規定により読み替え これらの規定を法第43条の規定により読み替え
て適用する場合を含む。）又は第41条第 2 項の て適用する場合を含む。）又は第41条第 2 項の
規定により過疎地域とみなされることとなる区 規定により過疎地域とみなされることとなる区
域に限る。以下同じ。）又は法附則第 5 条に規 域に限る。以下同じ。）又は法附則第 5 条に規
定する特定市町村の区域（法附則第 6 条第 1 項 定する特定市町村の区域（法附則第 6 条第 1 項
、第 7 条第 1 項又は第 8 条第 1 項の規定により 、第 7 条第 1 項又は第 8 条第 1 項の規定により
特定市町村の区域とみなされる区域を含む。以 特定市町村の区域とみなされる区域を含む。以
下同じ。）のうち法第 8 条第 1 項に規定する市 下同じ。）のうち法第 8 条第 1 項に規定する市
町村計画（以下「市町村計画」という。）に記 町村計画（以下「市町村計画」という。）に記
載された同条第 4 項第 1 号に規定する産業振興 載された同条第 4 項第 1 号に規定する産業振興
促進区域（以下「産業振興促進区域」という。 促進区域（以下「産業振興促進区域」という。
）内において、当該市町村計画に振興すべき業 ）内において、当該市町村計画に振興すべき業
種として定められた製造業、情報サービス業等 種として定められた製造業、情報サービス業等
、農林水産物等販売業（法第23条に規定する農 、農林水産物等販売業（法第23条に規定する農
林水産物等販売業をいう。以下同じ。）若しく 林水産物等販売業をいう。以下同じ。）若しく
は旅館業（下宿営業を除く。以下同じ。）の用 は旅館業（下宿営業を除く。以下同じ。）の用
に供する設備の取得等（同条に規定する取得等 に供する設備の取得等（同条に規定する取得等
（租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号 （租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号
）第28条の 9 第10項第 1 号に規定する資本金の ）第28条の 9 第10項に規定する資本金の額等（
額等（以下「資本金の額等」という。）が5,00 以下「資本金の額等」という。）が5,000万円
0 万円超である法人が行うものにあっては新設 超である法人が行うものにあっては新設又は増
又は増設に限る。）をいう。以下同じ。）をし 設に限る。）をいう。以下同じ。）をした者又
た者又は畜産業若しくは水産業を行う個人につ は畜産業若しくは水産業を行う個人については
いては、この条例の定めるところにより、当該 、この条例の定めるところにより、当該事業に
事業に対する事業税、当該事業に係る建物若し 対する事業税、当該事業に係る建物若しくはそ
くはその敷地である土地の取得に対する不動産 の敷地である土地の取得に対する不動産取得税
取得税又は当該事業に係る機械及び装置に対し 又は当該事業に係る機械及び装置に対して県が
て県が課する固定資産税（以下「県固定資産税 課する固定資産税（以下「県固定資産税」とい
」という。）は、課さないものとする。 う。）は、課さないものとする。

（事業税の特別措置） （事業税の特別措置）
第 2 条 法第 2 条第 2 項の規定による公示の日（ 第 2 条 法第 2 条第 2 項の規定による公示の日（

以下「公示日」という。）から令和 6 年 3 月31 以下「公示日」という。）から令和 6 年 3 月31
日までの間に、過疎地域の区域又は特定市町村 日までの間に、過疎地域の区域又は特定市町村
の区域のうち市町村計画に記載された産業振興 の区域のうち市町村計画に記載された産業振興
促進区域内において、当該市町村計画において 促進区域内において、当該市町村計画において
振興すべき業種として定められた租税特別措置 振興すべき業種として定められた租税特別措置
法（昭和32年法律第26号）第12条第 4 項の表の 法（昭和32年法律第26号）第12条第 3 項の表の
第 1 号の中欄又は第45条第 3 項の表の第 1 号の 第 1 号の中欄又は第45条第 2 項の表の第 1 号の
中欄に掲げる事業の用に供する設備で同法第12 中欄に掲げる事業の用に供する設備で同法第12
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条第 4 項の表の第 1 号の下欄又は第45条第 3 項 条第 3 項の表の第 1 号の下欄又は第45条第 2 項
の表の第 1 号の下欄の規定の適用を受けるもの の表の第 1 号の下欄の規定の適用を受けるもの
であって、取得価額の合計額が次に掲げる事業 であって、取得価額の合計額が次に掲げる事業
の区分に応じそれぞれ次に定める額以上のもの の区分に応じそれぞれ次に定める額以上のもの
（以下「特別償却設備」という。）の取得等を （以下「特別償却設備」という。）の取得等を
した者（以下「特別償却設備設置者」という。 した者（以下「特別償却設備設置者」という。
）について、当該設備を事業の用に供した日の ）について、当該設備を事業の用に供した日の
属する年又は事業年度以後の各年又は各事業年 属する年又は事業年度以後の各年又は各事業年
度の所得金額又は収入金額（和歌山県税条例（ 度の所得金額又は収入金額（和歌山県税条例（
昭和25年和歌山県条例第37号）第37条の 2 又は 昭和25年和歌山県条例第37号）第37条の 2 又は
第42条の 2 の 5 に規定する事業税の課税標準と 第42条の 2 の 5 に規定する事業税の課税標準と
なるものをいう。）のうち当該設備に係るもの なるものをいう。）のうち当該設備に係るもの
として計算した額に対しては、事業税を課さな として計算した額に対しては、事業税を課さな
い。 い。

・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)
2 ・ 3 略 2 ・ 3 略

第 3 条 略 第 3 条 略

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。

（和歌山県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

2 第 2 条の規定による改正後の和歌山県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例（次項

において「新条例」という。）の規定は、この条例の施行の日（以下この項において「施行日」とい

う。）以後に新設され、又は増設される設備について適用し、施行日前に新設され、又は増設された設

備については、なお従前の例による。

3 第 2 条の規定による改正前の和歌山県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例第 2 条

に規定する中小連結法人については、新条例第 2 条に規定する中小通算法人とみなして、同条の規定を

適用する。
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